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深圳诺康医疗科技股份有限公司（Shenzhen Novocare Medical Devices Inc.） 

との業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、2020年３月 13日付「スポンサー支援に関する契約書の締結、第三者割当による新株式発行、主

要株主、主要株主である筆頭株主及び親会社の異動並びに業務提携に関する覚書の締結に関するお知らせ」

（同月 23 日、同月 24 日、同月 27 日、同月 30 日一部訂正）にて公表しました通り、深圳诺康医疗科技股

份有限公司（Shenzhen Novocare Medical Devices Inc.）（以下「Novocare社」といいます。）との間で、

2020年３月 13日付で締結しておりました業務提携に関する覚書に基づき、2020年９月 15日付で業務提携

契約を締結いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携契約の目的 

Novocare社が開発した非侵襲バイタルデータ測定機器（以下「本製品」という）について、Novocare

社が当社に対し部品を販売し、当社が本製品を製造してこれを日本市場において販売・レンタルなどをす

ることにより、Novocare社と当社の事業機会の拡大を図り、両社のグローバル展開を目的とします。 

 

２．業務提携に関する内容 

（１）基本的役割 

①Novocare社の基本的役割 

a 本製品およびその改良品の継続的な開発を行うこと。 

b 本製品の部品を当社に対して継続的に販売すること。 

c 本製品の効果的な販売に必要な情報を当社に対して継続的に提供すること。 

②当社の基本的役割 

a 本製品を製造し、日本市場において継続的に利用者に販売・レンタルすること。 

b 本製品を利用した遠隔医療支援システムをシステム開発会社とともに構築し、その運用を行
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うこと。 

c 本製品の保守を行うこと。 

d 本製品の性能・耐久性を向上させる等の改良を行うこと。また、本製品の改良に有益な知見を

Novocare社に提供すること。 

（２）製品の製造・レンタル 

Novocare社は当社に対し、本製品の部品を継続的に供給します。当社は、本製品を製造し、これを

日本の病院、クリニック、在宅医療、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設（老

健施設）、介護療養型医療施設（医療法人が運営する施設）、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向

け住宅等の利用者（主に高齢者、障碍者、長期ケアが必要な者）に対してレンタルします。 

 

３．Novocare社の概要 

(1) 名称 Novocare社 

（Shenzhen Novocare Medical Devices Inc.） 

(2) 所在地 中華人民共和国広東省深圳市南山区科技园南区高新南环路 29号留学

生创业大厦二期 21楼 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役  吴 征瑜(株式会社倉元製作所社外取締役兼務) 

(4) 事業内容 非侵襲型のバイタルサイン監視システムの研究開発、生産、販売 

(5) 資本金 29,334,800人民元 

(6) 設立年月 2012年 11月 

(7) 純資産 3,371万人民元（2020年６月末日現在） 

(8) 総資産 4,564万人民元（2020年６月末日現在） 

(9) 大株主及び持株比率 （2020年６月末日現在） 

吴 征瑜  36.05％ 

(10) 当社と当該会社との間の関

係 

代表取締役 吴 征瑜は 2020年４月 14日に当社社外取締役に就任 

 

４．バイタルデータ測定機器について 

Novocare 社は自社開発の非侵襲バイタルデータとモニタリング技術でＣＦＤＡ（中国国家食品薬品監

督管理総局）認証とその他 40 個以上の中国及び米国の発明特許を取得しています。これに基づいて、自

社開発の「バイタルサインデータ収集＋クラウドモニタリング＋リモートケア」のサービスシステムを構

築し、「カフレス＋非侵襲＋24時間継続」でバイタルデータとモニタリングを実現しました。バイタルデ

ータにはカフレス血圧（cNIBP）継続測定、非侵襲継続心電（ECG）測定、血酸素飽和度（SPO2）、心率（HR）、

脉率（PR）、睡眠時の体動があります。中国では病院、ヘルスケア施設や家庭内などで幅広く利用されて

います。 

 

５．今後の見通し  

本件が、当社の 2020年 12月期業績に与える影響は軽微です。 

 

以上 


